【様式４】

共同特定建築者協定書（案）
（目的）

第１条　乙、丙、丁･･･（以下「共同体構成員」という。）は、阪神間都市計画事業（芦屋国際文化住宅都市建設事業）ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発事業施行者芦屋市（以下「甲」という。）が募集する特定建築者への応募、また特定建築者として決定した場合における「基本協定書」の締結、敷地譲渡契約（以下「契約」という。）の締結及び契約締結後の建築工事及び敷地譲渡金額の支払いの履行を共同して営むことを目的とする。
（代表者の名称）

第２条　当共同体は、乙を代表事業者とする。
（代表者の権限）

第３条　代表事業者は、敷地の譲渡代金の支払い及び特定施設建築物の建築工事の施工に関し、当共同体を代表して、甲と折衝する権限を有するものとする。なお、他の共同体構成員は、代表事業者の折衝した結果に従うものとする。
（共同体構成員の連帯責任）

第４条　各共同体構成員は、敷地譲渡契約の締結、敷地譲渡代金の支払い及び特定施設建築物の建築工事の履行に関し、負担割合にかかわらず連帯して責任を負うものとする。
（共同体構成員の特定施設建築物敷地共有持分の割合及び敷地譲渡代金の負担割合）

第５条　当共同体が特定建築者として決定した結果、甲から買い受けることになる特定施設建築物敷地の共有持分の割合は以下の表のとおりとする。また、売買代金及び契約に先立ち納付する契約保証金についての負担割合も同様とする。なお、負担割合に変更がある場合は、全員相互に協議したうえ、決定するものとする。
	共同体構成員
	敷地譲渡代金の負担割合※

	乙
	

	丙
	

	丁
	

	
	

	合計
	１００.０％

	※小数点以下第１位まで


（共同体構成員の特定施設建築物建築工事の出資割合）

第６条　当共同体が特定建築者として決定した結果、当共同体が建築する特定施設建築物の工事出資割合は以下の表のとおりとする。なお、負担割合に変更がある場合は、全員相互に協議したうえ、決定するものとする。
	共同体構成員
	工事の出資割合※

	乙
	

	丙
	

	丁
	

	合計
	１００.０％

	※小数点以下第１位まで


（工事途中における共同体構成員の脱退に対する措置）

第７条　共同体構成員は、甲及び共同体構成員全員の承認がなければ、当共同体が建築工事を完成する日までは脱退することができない。

２　共同体構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して建築工事を完成する。

３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるとき、残存構成員の特定施設建築物敷地共有持分の割合及び敷地譲渡代金の負担割合は、共同体構成員全員相互に協議したうえ決定する。

４　清算については、共同体構成員全員相互に協議したうえ決定する。
（工事途中における共同体構成員の破産又は解散に対する処置）

第８条　共同体構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合においては、前条第２項から第４項までを準用するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）

第９条　本協定に基づく権利義務は第三者に譲渡することはできない。
（瑕疵担保責任）

第１０条　当該工事につき瑕疵があったときは、各共同体構成員は、連帯してその責を負うものとする。
（協定書に定めのない事項）

第１１条　この協定書に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、共同体構成員全員相互に協議したうえ、誠実に処理するものとする。
乙ほか〇者は、上記のとおり共同特定建築者協定を締結したので、その証拠としてこの協定書〇通を作成し、共同体構成員が各々記名押印し、各自所持し、１通を施行者に提出するものとする。
令和　　年　　月　　日
乙　構成員　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　所在地（住所）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　　代表者氏名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿印
丙　構成員　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　所在地（住所）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　　代表者氏名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿印
丁　構成員　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　所在地（住所）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　　代表者氏名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿印
　構成員　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　所在地（住所）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　　代表者氏名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿印

